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当社のグループ戦略に関わる子会社等の異動についてのお知らせ 
 

 
当社は、本日開催の取締役会において、下記の通り、当社の持分法適用関連会社の異動（連結子会

社化）と子会社の事業閉鎖（清算）に関する決議を行いましたので、お知らせいたします。 

 
１．持分法適用関連会社の異動（連結子会社化）に関する件 

 
 持分法適用会社である NICHIRIN (THAILAND) CO.,LTD.（以下、ＮＴＩ社という）の出資持分を 34%

から 40%とし、当社の経営方針に沿った事業運営を行うことで、平成 25 年 7 月 1 日からの当社の連

結子会社化を計画いたしました。 

   

① 連結子会社化の理由 

ＮＴＩ社は、平成 6 年 6 月に合弁会社として設立、関連会社として運営してまいりました。 

近年、自動車・自動車部品業界においては、グローバルな視点からも、アセアン地域の重要

度はますます高まっております。 

当社は、アセアン地域においては、既にベトナム、インドネシアに生産拠点を、更に、イン

ドに販売拠点を連結子会社として有しており、ＮＴＩ社を含めてアセアン地域内でのシナジー

を発揮してまいりましたが、ＮＴＩ社を連結子会社化し、アセアンをひとつの拠点と見て、当

社の経営方針に沿った戦略的な運営を行うことで、それをより強固なものにしていくことを狙

うものであります。 

なお、ＮＴＩ社の子会社化については、同社は新株式 300 株（10%）を発行し、これを全株、

当社が引き受けることにより、当社持分比率を現在の 34%から 40%へと引き上げます。 

更に、合弁事業契約書により、「当社の経営方針に沿った事業運営を行うこと」を明確にす

ることで、平成 25 年 7 月 1日から、ＮＴＩ社を当社の連結子会社とする計画であります。 

 

② 子会社化する会社の概要 

(1) 名 称 NICHIRIN (THAILAND) CO.,LTD. 

(2) 所 在 地 タイ パトンタニ県 ナワナコン 

株 式 会 社  ニ チ リ ン

代表取締役社長 清 水 良 雄

コード番号 ５１８４ 大証第２部

問 合 せ 先 取締役総務部長 森川良一 
TEL（079）252-4151 



(3) 代 表 者 Manoj Leegomonchai 氏 

(4) 事 業 内 容 自動車用ホース類の製造・販売 

(5) 資 本 金 30,000 千 BAHT（平成 24 年 12 月 31 日現在） 

(6) 設 立 年 月 平成 6年 6月 24 日 

(7) 決 算 期 12 月 

(8) 従 業 員 数 220 名（平成 24 年 12 月 31 日現在） 

(9) 株主構成 

現

状 

当社                             1,020 株    34％ 

CHAI KOMOL BUSINESS CO.,LTD      1,380 株    46％ 

UNIQE MOTORS CO.,LTD               300 株    10％ 

TAIYO INTERNATIONAL B.V.           300 株    10％ 

                               （3,000 株   100％）

新
株
発
行
後 

当社                             1,320 株   40.0％ 

CHAI KOMOL BUSINESS CO.,LTD      1,380 株   41.8％ 

UNIQE MOTORS CO.,LTD               300 株    9.1％ 

TAIYO INTERNATIONAL B.V.           300 株    9.1％ 

                               （3,300 株    100％）

(10) 当 社 と の 関 係 

（資本関係）当社出資比率 34％の持分法適用会社であり、

      関連当事者に該当します。 

（人的関係）当社から取締役２名、執行役副社長 1名派遣

（取引関係）当社及びグループ会社との販売・仕入       

(11) 最 近 の 業 績 な ど 

(千 THB)   2011.12 期  2012.12 期  2013.12 期 

売上高   1,115,504   1,236,483  1,245,850 

営業利益   110,739     46,336   123,181 

経常利益   129,304     52,696   126,181 

当期純利益 △ 13,985    109,378   100,944 

     注）１．最近の業績 

2011 年 12 月期はタイ洪水による特別損失を計上しております。  

          2012 年 12 月期はタイ洪水による保険金を特別利益に計上しております。 

          2013 年 12 月期は計画であります。 

 

③ 今後の日程 

        平成 25 年 2 月 19 日（火） 当社取締役会での決議 

    平成 25 年 4 月 24 日（水） ＮＴＩ社株主総会での決議 

                   新株式の発行、定款・合弁事業契約書等の変更 

    平成 25 年 7 月 1 日（月） ＮＴＩ社を当社の連結子会社とする計画であります。 

     

④ 今後の業績に与える影響 

連結業績に与える影響として、連結売上高 約 900 百万円、連結営業利益 約 180 百万円、 

    連結当期純利益 約 10 百万円の増加を見込んでおります。 

 

 

 



２．北米子会社の事業閉鎖（清算）に関する件 

   

カナダ子会社である（NICHIRIN INC. 以下、ＮＮＩ社という）について、平成 25 年 6 月 30 日を

もって、事業を閉鎖（清算）いたします。 

 

  ① 事業閉鎖の理由 

    当社のカナダ子会社であるＮＮＩ社は、当社の最初の海外拠点として、昭和 62 年 2 月に設立

されました。 

    順調に業容を拡大してまいりましたが、カナダ国内のビジネス縮小と北米拠点の再編など当社

の北米事業戦略に伴い、平成 23 年 2 月には生産を休止し、北・南米地域での営業・技術活動の

拠点、同社の既存顧客へのデリバリー拠点として、その事業内容の改革を進めておりましたが、 

今般、経営資源を集約し、一層の北米事業の強化と安定した収益基盤の確立を図るため、カナ

ダ子会社であるＮＮＩ社の事業を閉鎖（清算）するものです。 

    なお、ＮＮＩ社の事業については、テネシー子会社 NICHIRIN  TENNESSEE  INC. （以下、Ｎ

ＮＴ社という）にすべて移管し、カナダにおいては、ＮＮＴ社の支店または営業所を設け、営業

活動は継続いたします。 

 ＮＮＩ社は、平成 25 年 6 月 30 日をもって、事業活動を閉鎖（清算）し、その後は清算会社と

して、同社所有の工場等の資産処分を行ってまいります。 

② 会社の概要 

(1) 名 称 NICHIRIN  INC. 

(2) 所 在 地 カナダ オンタリオ州 ブラントフォード 

(3) 代 表 者 竹島 淳司 氏 

(4) 事 業 内 容 自動車用ホース類の販売 

(5) 資 本 金 6,000 千 CAN$（平成 24 年 12 月 31 日現在） 

(6) 売   上   高 15,031 千 US$（平成 24 年 12 月期） 

(7) 設 立 年 月 昭和 62 年 2 月 27 日 

(8) 決 算 期 12 月 

(9) 従 業 員 数 11 名（平成 24 年 12 月 31 日現在） 

(10) 株  主  構  成 当社  100％               

(11) 当 社 と の 関 係 

（資本関係）当社出資比率 100％の子会社であり、関連当

事者に該当します。 

（人的関係）当社から取締役２名派遣 

（取引関係）当社及びグループ会社との販売・仕入       

 

③ 今後の業績に与える影響 

  当期における当社および当社グループへの影響はないものと判断しております。   



３．欧州新会社（Hutchinson 社との合弁事業）に関する件 

 

昨年 11 月 6 日、「Hutchinson 社の子会社に係る合弁事業契約締結に関するお知らせ」で開示いた 

しましたスペイン合弁事業の進捗についてご報告いたします。 

  当該新会社（HUTCHINSON NICHIRIN BRAKE HOSES S.L. 以下 HNBH 社という）については、本年 1

月に設立、事業を開始し、合弁契約書に従い、Hutchinson 社による当社の資本参加に向けた準備が

なされているところであります。 

なお、HNBH 社に対する当社からの資本参加については、平成 25 年 7 月 1日を目標として、両社と

もに取り組んでおります。なお、HNBH 社に伴う連結上の影響は軽微であります。 

 

これら諸施策により、アセアン地域での事業拡大とアセアン拠点の競争力強化、また、北米事業の強

化と安定した収益基盤の確立、更には、ブレーキホース事業におけるグローバル規模での優位性確保を

図り、様々な環境変化にスピード感をもった柔軟な対応で、更なる発展を目指してまいる所存でありま

す。 

 

以   上 

 

 


